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●人事労務部門の役割と産業保健部門との連携

・過重労働対策については、労働時間の把握や長時間労働者の健康確保対策実施など、人事労務部門と産

業保健部門との連携が従来に増して重要となります。

・産業保健スタッフと人事労務スタッフとが、従業員の労働時間、時間外労働時間の実態、休日出勤や深

夜勤務の情報、作業環境、健康診断結果及び仕事の忙しさの状況など、個人情報の保護に十分な配慮を

した上で、過重労働対策に係る情報を共有す

ることが重要です。

・長時間労働者に対して産業医等による面接指

導を行えば、過重労働をしてもよいというわ

けではありません。まずは、人事労務部門と

職場の管理・監督者による時間外労働の把握

と削減対策を徹底する必要があります。

・人事労務部門と産業保健部門が日常的に連携

して業務を行っている事業場では、過重労働

にある労働者が減少している実例がありま

す。

全従業員の 
勤務時間データ 

人事労務部門 

長時間労働者の抽出 

月例安全衛生委員会 

個人属性と過去6カ月 
の労働時間数一覧表 人事労務部門・産業医・衛生 

管理者による月例会議 

産業保健部門 

産業医による長時間労働 
者への面接指導の実施 

過重労働の原因分析、 
過重労働者のうち産 
業医の面接指導を要 
する者の選択 

長時間労働者 
数と面接指導 
実績などの報 
告・審議 

長時間労働の原因分 
析、長時間労働者のう 
ち産業医の面接指導 
を要する者の選択 

「前月45時間超者」または「過去2～ 
6ヶ月の月平均80時間超者」 
（事業場の時間外・休日労働基準時間 
超過者） 

労働時間の算定と長時間労働者への対応事例



1）健康管理体制の整備、健康診断の実施等

過重労働対策を進めていくためには、産業医をはじめとする産業保健スタッフが協力し、積極的に対策を

推進する組織を確立することが必要です。その上で、従業員に対して健康診断の実施とその結果に基づく措

置等が適切に行われることが必要です。

事業場で行われている定期健康診断には、過重労働による健康障害防止のためにも関係する項目が含まれ

ています。若年者は医師（産業医が選任されていれば産業医が望ましい）が不要と認めれば項目を省略する

ことができますが、前回健診結果と労働時間の記録を医師に事前に伝えて、必要な者には項目を省略しない

ようにすることも重要です。これは深夜業に常時従事する従業員に対する特定業務健康診断の項目省略に関

しても同様です。

そして健康診断実施後には、産業医（小規模事業場の場合は地域産業保健センターなどの産業医資格を有

する医師）から、就業上の措置に関する意見を個別に聴取することとなっています。この意見についても必

要に応じ、過重労働による健康障害防止の観点からの意見も含むよう、聴取する産業医に依頼しましょう。

事業者は聴取した意見を勘案して就業上の措置を行いますが、「治療中であれば特段の措置は不要」という

産業医意見の場合は、当該治療が継続されていることを定期的に確認しましょう。

健康診断で有所見の者については保健指導の実施が求められます。この対象者選択の際にも長時間労働者

は漏れないよう留意することが望まれます。また保健指導の際にも過重労働となっていないかどうか確認す

ると良いでしょう。

何よりも健康に関する日常的な自己管理の徹底、ＴＨＰ（トータル・ヘルスプロモーション・プラン）な

どの健康増進活動の実施は心身の健康状態の向上に寄与することから、健康障害そのもののリスクを低下さ

せます。肥満防止や禁煙なども重要な事項となります。

2）面接指導の意義

脳血管疾患・虚血性心疾患等（以下、「脳・心臓疾患」とします。）の発症と長時間労働との関連性が強い

とする医学的知見があります。また、ストレスが関

係する精神疾患の発症等もありえます。これらの予

防のため、長時間にわたる労働を行った従業員には、

医師による面接指導を行うことが必要です。この面

接指導を行う医師は産業医の要件を備えた医師であ

ることが望まれます。長時間労働者本人への面接指

導だけでなく、事業者側も就業上の措置に関する助

言指導を受けるなど、過重労働による健康障害を防

止するために産業医をはじめとする産業保健スタッ

フを活用しましょう。
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4 健康確保の徹底
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3）面接指導等の対象となる要件

時間外・休日労働時間（休憩時間を除き１週間当たりの労働時間が40時間を超えた場合に、その超えた

時間をいいます）が1ヶ月当たり100時間を超えて疲労の蓄積が認められる従業員が労働安全衛生法第66

条の8に基づく面接指導の対象となります。ただし、医師が不要と認めたときは毎月行う必要はなく、連続

する２ヶ月に一度は省略することが可能です。さらに、時間外・休日労働時間が1ヶ月当たり80時間を超え

て、疲労の蓄積が認められる従業員や健康上の不安を有している従業員のほか、事業場で定めた基準に該当

する従業員についても、面接指導等必要な措置の対象とするように配慮することが必要です。この事業場に

おける基準については衛生委員会等で審議し事業者が決定しますが、少なくとも時間外・休日労働時間が

「1ヶ月当たり100時間を超える従業員」と「２ヶ月ないし６ヶ月の平均で1ヶ月当たり80時間を超える従

業員」については該当する全従業員を対象に面接指導を行うようにしましょう。また、これほどの長時間労

働者がいなくても、時間外・休日労働時間が1ヶ月当たり45時間を超える従業員がいる場合には、従業員の

健康確保の観点から必要な措置を行うことが望まれます。

4）従業員からの申し出

法第66条の8に基づく面接指導は、「対象となる要件」（時間外・休日労働時間が1ヶ月当たり100時間

を超えて疲労の蓄積が認められる者）を満たした従業員の申し出によって行います。また、産業医は、これ

らの申し出を行うように本人に勧奨することができます。この申し出は時間外・休日労働時間の算定が行わ

れてから概ね「１ヶ月以内」に行われるようにします。

時間外・休日労働時間の算出方法

時間外・休日労働時間は、以下の計算式で算出します。

時間外・休日労働時間数

＝１ヶ月の総労働時間数－（計算期間（１ヶ月間）の総暦日数／７）×４０

【１ヶ月の総労働時間数＝労働時間数＋延長時間数＋休日労働時間数】

従業員からの申し出と産業医からの勧奨に関して

産業医からの申し出の勧奨を必要な従業員に確実に行わせるため、事業者は時間外労

働時間に関する情報はもとより、休日出勤や深夜勤務の情報、健康診断結果などを産業

医に提供することが望まれます。産業医は、健康診断の結果等を踏まえて、脳・心臓疾

患の発症リスクが長時間労働によって高まると判断される従業員に対して、長時間労働

を行った場合は、申し出を行うように前もって勧奨しておくことも有用です。



健康確保の観点から、必要な従業員が確実に申し出を行い、面接指導を受けるようにする必要があります。

事業者は、従業員が自己の労働時間数を確認できる仕組みの整備、申し出手続きを行うための体制の整備や

従業員への周知など、健康管理が必要となる従業員が申し出をしやすい環境作りを行うようにしましょう。

5）面接指導等の実施方法と確認事項

従業員から申し出を受けた事業者は、概ね「１ヶ月以内」に医師による面接指導を行います。これは産業

医選任義務がある事業場では産業医に依頼しましょう。従業員が自分の主治医など本人が希望する医師の面

接指導を受けた場合は、これらの事項を記載した面接指導結果の証明書を提出してもらう必要があります。

この面接指導の際には、定期健康診断結果やメンタルヘルス（心の健康）面にも留意するよう、面接指導

を行う医師に伝えておきます。面接指導の実施に従事した者には、健康診断実施に従事した者と同様の守秘

義務があります。

また面接指導を行うほどの長時間労働でない場合の措置としては、保健師等による保健指導を行うことや

事業者が産業医等から、助言指導をうけることなどが考えられます。

6）面接指導の事後措置等

事業者は面接指導後の概ね「１ヶ月以内」に、面接指導実施者の就業上の措置に関する意見を医師から聴

取します。この意見聴取は、面接指導を実施した医師から面接指導結果の報告に併せて行うことが適当です。

事業者は、この医師からの意見を勘案して、必要に応じて、労働時間の短縮等の措置を講じなければなり

ません。事業者がこれらの措置を行う場合は、産業保健スタッフや当該従業員の上司などの協力を得る必要

があります。

13

必要な従業員が確実に申し出を行えるような環境作りの事例

＊全従業員に対して前月の時間外・休日労働時間を給与明細に記載して通知し、あわ

せて100時間を超えた者には面接指導を申し出るよう事業者が勧奨している。

＊管理・監督者が長時間労働者に申し出を行うよう直接勧奨している。

＊朝礼で上司から長時間労働者に該当する者は申し出を行うよう勧奨している。

＊日頃から産業医や健康管理部門と従業員の関係を良好にしておき、長時間労働者全

員を面接指導対象とし、対象者全員が申し出をしたものとして面接指導を受けてい

る。

＊毎月、全従業員に面接指導の申し出を促す電子メールを発信している。

＊衛生管理活動の重点実施項目に長時間労働者の面接指導実施100％を掲げ、衛生

委員会や管理者会議などで、長時間労働者数と面接指導実施者数を報告している。
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事業者による従業員への対応例　

○長時間にわたる労働による労働者の健康障害の防止を図るための対策の樹立に関すること 

衛生委員会等で調査審議【則第22条第9号】 

○産業医は要件に該当する労働者に対し申出を行うよう 
　勧奨【則第52条の3第4項】 

労働者からの申出【則第52条の3第1項】 
（期日後概ね1月以内）【則第52条の3第2項】 

労働者からの申出 
【則第52条の8第3項】 

○医師が労働者の勤務の状況及び疲労の蓄積の状況 
　その他の心身の状況について確認【則第52条の4】 

○必要な場合、可能な限り速やかに 

○労働者の疲労の蓄積の状況その他の心身の状況、 
　聴取した医師の意見等を記載【則第52条の6第2項】 

時間外・休日労働時間 
１月当たり100時間超 
【則第52条の2第1項】 

時間外・休日労働時間 
1月当たり80時間超 

【則第52条の8第2項】 

事業場で定めた 
基準に該当 

【則第52条の8第2項】 

義務 努力義務 

○就業場所の変更、作業の転換、労働時間の短縮、深夜業の 
　回数の減少、衛生委員会等への報告等の措置 

事後措置の実施【法第66条の8第5項】 

医師による面接指導の実施 
【法第66条の8第1､2項】 
（申出後概ね1月以内）【則第52条の3第3項】 

面接指導又は面接指導に準ずる措置の実施 
【法第66条の9、則52条の8第１項】 

医師からの意見聴取【法第66条の8第4項】 
（面接指導後概ね1月以内）【則第52条の7】 

面接指導の結果の記録を作成【法第66条の8第3項】 
（５年間保存）【則第52条の6第1項】 

時間外・休日労働時間の算定【則第52条の2第2項】 
（毎月１回以上、一定の期日を定めて行う） 

面接指導の実施等の流れ

＊「就業上の措置に関する意見」をもとに、上司が従業員個々に対して、業務整理や

休憩確保や退勤時間管理に関するアドバイスを行っている。

＊医師による面接指導を行った長時間労働者は、その後の長時間労働の有無に関わら

ず定期的に、保健師による保健指導の対象として健康確保のためのアドバイスを行

っている。

＊「就業上の措置に関する意見」をもとに、管理・監督者による業務分担の見直し、

業務量削減、業務スケジュールの見直しなどを行い、場合によっては要員配置の見

直しまで行っている。



過重労働による健康障害を防止するためには、長時間労働になっているかどうかの把握、すなわち労働時

間の把握が重要です。

全国的な調査によれば、多くの事業場で労働時間を把握する方法として利用されているのは、タイムカー

ドなどの自動管理システムや自己申告、上司や管理・監督者による確認等ですが、原則としてタイムカード、

ICカード等の客観的な記録に基づいて把握することが望まれます。

また、労働時間だけでなく、勤務の不規則性、出張の有無、交替制勤務や深夜勤務の状況など従業員の勤

務の実態についても把握することが望まれます。

健康障害につながるおそれのある過重労働は、長時間におよぶ時間外労働が主な原因となっています。時

間外労働そのものの削減を目指すことが、長時間労働者の健康を確保するうえで極めて重要です。時間外労

働は本来臨時的な場合に行われるものであり、事業者は36協定（労働基準法第36条に基づく協定）の内容

を限度基準（労働時間の延長の限度等を定めた基準）に適合したものとしましょう。また時間外労働削減に

ついては、従業員の健康管理の観点から衛生委員会等でも積極的に審議し、その結果を大いに尊重して、そ

れを基に着実に対策を実施することなどが望まれます。

何よりも、過重労働対策には、時間外労働を削減する努力を最優先させる必要があります。実際の時間外

労働を削減するためには事業者及び管理・監督者自らの認識及び実行が求められているといえます。

また、裁量労働制の対象となっている従業者や管理・監督者についても、健康確保のため過重労働となら

ないよう努めましょう。
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5 勤務状況の把握

6 時間外労働削減対策

時間外労働削減の具体的な方法について

＊時間外労働を当然視する意識を改革することが出

発点です。どうしても時間外労働が発生する場合

でも、許容する上限時間を設定するように努めま

しょう。

＊特に、過重労働が常態化している部門に対しては、

時間外労働を削減するための努力を求めましょう。

＊適正な従業員配置やワークシェアリング等による

業務分散化を行い、特定の社員に過重な負荷をか

けないように注意する必要があります。
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有給休暇を取得することは心身の疲労回復につながり、過重労働による健康障害を防ぐことにつながりま

す。あるいは日常的に有給休暇を取得して心身の健康増進活動につなげておけば、脳・心臓疾患の発症リス

クを下げることになります。

このように、年次有給休暇の取得は健康確保のうえでも極めて大

切なことであり、その権利行使は当然である、というように労使の

意識を改革しましょう。特に時間外労働が連続した場合には、まと

まった休暇を取りやすいように配慮しましょう。

また、年次有給休暇取得計画書などの作成により、従業員の休暇

取得を促進しましょう。

労働時間や休日等の設定に関しては、従業員の健康と生活

に配慮したものへ改善することが重要です。労働時間等の設

定の改善に関する特別措置法に基づき事業主の取組みの参考

となる事項を掲げた労働時間等設定改善指針が示されていま

すので、過重労働対策を進める観点からも、この指針に留意

しながら、疲労を蓄積させない又は疲労を軽減させるような

労働時間等の設定を行いましょう。

7 年次有給休暇の取得促進

8 労働時間等の設定の改善

面接指導結果報告書 及び 事後措置に係る意見書

面接指導結果報告書

事後措置に係る意見書

（１）労働者の疲労蓄積度チェックリスト
厚生労働省は、過重労働による健康障害防止のために従業員自身が疲労の蓄積をセルフチェックするツールとして

「労働者の疲労蓄積度チェックリスト」を作成し、活用することをおすすめしています＊1。疲労蓄積度が数値で表され
るので、自分自身が疲労蓄積に気づくために効果的で、また産業医が面接指導を行う際にも有効な情報となります。
中央労働災害防止協会のホームページで自動判定ができるようになっているので、その活用をおすすめします＊2。

（２）二次健康診断等給付、自発的健康診断受診支援事業
厚生労働省では、定期健康診断などで血圧・血中脂質・血糖・肥満度の全ての項目に異常所見があると診断された

人について、二次健康診断及び医師等による特定保健指導の費用を労災保険から給付する制度を定め、活用をおすす
めしています＊3。また、深夜労働を行う人が自発的に健康診断を受け自身の健康管理を行えるように支援する制度も
あります＊4。

（３）地域産業保健センター、産業医共同選任事業
50人未満の小規模事業場では、過重労働対策を進めるにあたって、事業場内に十分な体制を整えることが難しいの

が実情です。このため厚生労働省は、郡市区医師会に委託して地域産業保健センターを設置し、小規模事業場が実施
する対策を支援していますので、ご活用ください。また、小規模事業場が産業医を共同で選任する場合にその費用を
補助する制度もあり、従業員の健康を確保するうえで大変効果的です＊5。
＊1、3 http://www.mhlw.go.jp/ ＊2 http://www.jisha.or.jp/ ＊4、5 http://www.rofuku.go.jp/

コラム



○労働安全衛生法（昭和４７年法律第５７号）（抄）
（面接指導等）
第６６条の８ 事業者は、その労働時間の状況その他の事項が労働者の健康の保持を考慮して厚生労働省令で定める要
件に該当する労働者に対し、厚生労働省令で定めるところにより、医師による面接指導（問診その他の方法により心身
の状況を把握し、これに応じて面接により必要な指導を行うことをいう。以下同じ。）を行わなければならない。
２ 労働者は、前項の規定により事業者が行う面接指導を受けなければならない。ただし、事業者の指定した医師が行
う面接指導を受けることを希望しない場合において、他の医師の行う同項の規定による面接指導に相当する面接指導
を受け、その結果を証明する書面を事業者に提出したときは、この限りでない。
３ 事業者は、厚生労働省令で定めるところにより、第１項及び前項ただし書の規定による面接指導の結果を記録して
おかなければならない。
４ 事業者は、第１項又は第２項ただし書の規定による面接指導の結果に基づき、当該労働者の健康を保持するために
必要な措置について、厚生労働省令で定めるところにより、医師の意見を聴かなければならない。
５ 事業者は、前項の規定による医師の意見を勘案し、その必要があると認めるときは、当該労働者の実情を考慮して、
就業場所の変更、作業の転換、労働時間の短縮、深夜業の回数の減少等の措置を講ずるほか、当該医師の意見の衛生委
員会若しくは安全衛生委員会又は労働時間等設定改善委員会への報告その他の適切な措置を講じなければならない。
第６６条の９ 事業者は、前条第１項の規定により面接指導を行う労働者以外の労働者であつて健康への配慮が必要な
ものについては、厚生労働省令で定めるところにより、必要な措置を講ずるように努めなければならない。

（健康診断等に関する秘密の保持）
第１０４条　第６５条の２第１項及び第６６条第１項から第４項までの規定による健康診断並びに第６６条の８第１項の規
定による面接指導の実施の事務に従事した者は、その実施に関して知り得た労働者の秘密を漏らしてはならない。

○労働安全衛生規則（昭和４７年労働省令第３２号）（抄）
（産業医及び産業歯科医の職務等）
第１４条　法第１３条第１項の厚生労働省令で定める事項は、次の事項で医学に関する専門的知識を必要とするものと
する。
一　健康診断及び面接指導等(法第６６条の８第１項に規定する面接指導(以下「面接指導」という。)及び法６６条の９
に規定する必要な措置をいう。)の実施並びにこれらの結果に基づく労働者の健康を保持するための措置に関す
ること。

二～七（略）
２～６（略）

（衛生委員会の付議事項）
第２２条 法第１８条第１項第４号の労働者の健康障害の防止及び健康の保持増進に関する重要事項には、次の事項が含
まれるものとする。
一～八（略）
九　長時間にわたる労働による労働者の健康障害の防止を図るための対策の樹立に関すること。
十　労働者の精神的健康の保持増進を図るための対策の樹立に関すること。
十一（略）

（委員会の会議）
第二十三条　事業者は、安全委員会、衛生委員会又は安全衛生委員会（以下「委員会」という。）を毎月一回以上開催する
ようにしなければならない。
２ 前項に定めるもののほか、委員会の運営について必要な事項は、委員会が定める。
３ 事業者は、委員会の開催の都度、遅滞なく、委員会における議事の概要を次に掲げるいずれかの方法によつて労働
者に周知させなければならない。
一　常時各作業場の見やすい場所に掲示し、又は備え付けること。
二　書面を労働者に交付すること。
三 磁気テープ、磁気ディスクその他これらに準ずる物に記録し、かつ、各作業場に労働者が当該記録の内容を常時
確認できる機器を設置すること。

４ 事業者は、委員会における議事で重要なものに係る記録を作成して、これを三年間保存しなければならない。
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9 改正労働安全衛生法（面接指導等に関する法令）
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（面接指導の対象となる労働者の要件等）
第５２条の２ 法第６６条の８第１項の厚生労働省令で定める要件は、休憩時間を除き１週間当たり４０時間を超えて労働
させた場合におけるその超えた時間が１月当たり１００時間を超え、かつ、疲労の蓄積が認められる者であることとする。
ただし、次項の期日前１月以内に面接指導を受けた労働者その他これに類する労働者であつて面接指導を受ける必要
がないと医師が認めたものを除く。
２ 前項の超えた時間の算定は、毎月１回以上、一定の期日を定めて行わなければならない。

（面接指導の実施方法等）
第５２条の３ 面接指導は、前条第１項の要件に該当する労働者の申出により行うものとする。
２ 前項の申出は、前条第２項の期日後、遅滞なく、行うものとする。
３ 事業者は、労働者から第１項の申出があつたときは、遅滞なく、面接指導を行わなければならない。
４ 産業医は、前条第１項の要件に該当する労働者に対して、第１項の申出を行うよう勧奨することができる。

（面接指導における確認事項）
第５２条の４ 医師は、面接指導を行うに当たつては、前条第１項の申出を行つた労働者に対し、次に掲げる事項につい
て確認を行うものとする。
一　当該労働者の勤務の状況
二　当該労働者の疲労の蓄積の状況
三　前号に掲げるもののほか、当該労働者の心身の状況

（労働者の希望する医師による面接指導の証明）
第５２条の５ 法第６６条の８第２項ただし書の書面は、当該労働者の受けた面接指導について、次に掲げる事項を記載
したものでなければならない。
一　実施年月日
二　当該労働者の氏名
三　面接指導を行つた医師の氏名
四　当該労働者の疲労の蓄積の状況
五　前号に掲げるもののほか、当該労働者の心身の状況

（面接指導結果の記録の作成）
第５２条の６ 事業者は、面接指導（法第６６条の８第２項ただし書の場合において当該労働者が受けた面接指導を含む。
次条において同じ。）の結果に基づき、当該面接指導の結果の記録を作成して、これを５年間保存しなければならない。
２ 前項の記録は、前条各号に掲げる事項及び法第６６条の８第４項の規定による医師の意見を記載したものでなけれ
ばならない。

（面接指導の結果についての医師からの意見聴取）
第５２条の７ 面接指導の結果に基づく法第６６条の８第４項の規定による医師からの意見聴取は、面接指導が行われた
後（法第６６条の８第２項ただし書の場合にあつては、当該労働者が面接指導の結果を証明する書面を事業者に提出し
た後）、遅滞なく行わなければならない。

（法第６６条の９に規定する必要な措置の実施）
第５２条の８ 法第６６条の９の必要な措置は、面接指導の実施又は面接指導に準ずる措置とする。
２ 法第６６条の９の必要な措置は、次に掲げる者に対して行うものとする。
一　長時間の労働により、疲労の蓄積が認められ、又は健康上の不安を有している労働者
二 前号に掲げるもののほか、事業場において定められた法第６６条の９の必要な措置の実施に関する基準に該当す
る労働者

３ 前項第１号に掲げる労働者に対して行う法第６６条の９の必要な措置は、当該労働者の申出により行うものとする。




